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国の経済政策の重要要件として扱われてきた産業政策について，OECD は注力すべき
重要産業を選択し継続的に成長させることの困難さを指摘し，かつての幼稚産業育成政策
をとるべき施策ではないと言明している。一方で先進国政府の国際開発および国際協力へ
の予算は年々減少の一途を辿っている。今や国際協力も民間からの参画なしには進捗しな
い状況になりつつある。
このようなときには国際協力を民間企業の国際課発と結びつける手だてが必要と思われ
る。その手法を実際に国営企業の民営化という手段で活路を見出そうとしたブラジルとイ
ンドネシアの例をあげて検証しながらこれからの国際アライアンスの方向性を探る。
．は じ め に
国の経済政策の重要要件として扱われてきた産業政策に転機が訪れている。OECD およ
びクルーグマン（1994）ではかつての幼稚産業保護政策のような注力すべき重要産業を選択
し継続的に成長させることはその産業の選択が困難で持続性を担保することの難しさから取
るべき施策ではなくむしろ産業競争促進政策を勧めている。
ときに三菱重工業と三菱航空機は独自の国産ジェット旅客機の独自開発を進めている。こ
の国産航空機は70-90席級で，三菱重工などは2013年度に初飛行，2014年度に納入を目指し
ている。ところが，世界ではすでにこのクラスはカナダのボンバルディアとブラジルのエン
ブラエルがそれぞれ納入を開始しており，70席級のボンバルディア CRJ700は2001年に初就
航，90席級の CRJ900も2001年月に初飛行を済ませている。また，ブラジルのエンブラエ
ルも70席級の ERJ-175から108席まで可能な ERJ-195まで機種を同時に発表，すでに初飛
行も終え現在1000機以上も市場に出している。
このような世界市場にこれから年後の納入開始で乗り込むのは大変な困難があると思わ
れる。182機で生産を終えた YS-11の二の舞となる可能性もある
1)
。ここでこのプロジェク
トで採用されているのが重用されているのがプラグラム・パートナーとして国内外の航空機
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産業との戦略的提携である。この戦略的提携の重要性を章で解説する。次に，章では他
産業における提携の先行研究を各産業別に取り上げる。章では航空機産業そのものの特長
を取り上げる。具体的事例として章と章でそれぞれブラジルとインドネシアの航空機産
業の育成例を取り上げる。ブラジル・エンブラエル社は今や108席クラスまでのジェット旅
客機を生産する世界第位の航空機製造会社である。この航空機はこのクラス最高の価格競
争力・納入実績・受注残を兼ね備える競争力の甚だ強い機体である。しかしながら，ほんの
1980年代には同社は倒産の危機を孕む国営企業であった。一方，インドネシアの国営航空機
製造会社である IPTN 社（現ディルガンタラ社）は当時の社長も兼務していた同国科学技
術庁長官の名前をもじって「ハビビ
2)
のおもちゃ」と揶揄されながらも1995年に独自で54席
クラスのターボプロップ機を実際に試作・試験飛行し，同時に114席クラスのジェット旅客
機 N2130の開発を発表していた。
しかしながら現在は新型機の生産もめどか立たず航空部品や過去の受注残でかろうじてし
のいでいる現状である。
この両社を比較しながら，航空機産業の特長を特に他産業と比較しながら分析する。
最後に討論としてこれからの産業政策のあるべき姿を提示する。
．航空機産業の戦略的提携
ジェイ B. バーニーによると潜在的パートナー企業の経営資源や保有資産を統合した場合
に得られる価値が，各社別個に事業運営する場合の合計値よりも大きいとき，企業は戦略的
提携を通じて協力するインセンティブを持つ。この経営資源の補完性は範囲の経済そのもの
であり，次に示す不等式が成立する場合に存在するという
3)
。
NPV(A＋ B)≧NPV(A)＋NPV(B)
NPV(A＋ B)＝企業 Aと企業 Bの資産を合計した場合の賞味現在価値
NPV(A)＝企業 Aの資産価値単独の正味現在価値
NPV(B)＝企業 Bの資産価値単独の正味現在価値
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1) YS-11型プロペラ機は日本航空機製造（三菱重工業などの日本連合の航空機製造会社）ですでに
蘭フォッカーなどが市場に出回っていたサイズに乗り込んだが，あえなく182機で製造中止した。
MRJ はその後受注を伸ばし安定している。
2) ハビビ氏はその後副大統領を経て，スハルト氏に次ぐ第代インドネシア大統領となるが同氏は
約半年で辞任する。
3) Jay B. Barney “Gaining and Sustaining Competitive Advantage, Second Edition” 岡田正大訳
（2003）「企業戦略論 下」ダイヤモンド社。
つまり，戦略的提携とは，
① 複数の企業が独立したままの状態で合意された目的を追求するために結びつく
② パートナー企業がその成果を分け合いかつその運営に関してコントロールを行うこと
③ パートナー企業がその重要な戦略的分野において継続的な寄与を行うこと
さらに戦略的提携には，下記の目的が存在する。
・ 潜在的なライバルを戦略的提携の内側に取り込むことでその脅威を効果的に中和する。
さらに戦略的提携を目指す企業にその参加による意味のある効果を生み出す。
・ 経営資源や業界での地位，スキル，知識などを結びつけることにより提携を成功に導く。
・ また，新しいスキルを学習することによりそれを内部化するためのよいきっかけとなる。
伝統的パートナーシップや業務提携からでは仮に学ぶことができなくとも，この戦略的提
携からは，提携を通じて新たな価値を創造していくことを示している。
企業の競争戦略として単独の企業で内部経営資源を有効活用する以外にパートナー企業と
の戦略提携の比重が大きくなっている。これらの目的を，出資を伴わず達成しようとするの
が戦略的提携である。伝統的提携では独占禁止法の適用を受けやすい。これに対し，戦略的
提携では以下に示す通りこのリスクを回避できる。
まず，出資を伴わない業務提携，ライセンス契約，供給契約の場合には購入先，すなわち
提携先が複数存在すればその両者の提携契約が合意された場合にのみ提携契約を締結でき
る。ところがこの供給先が限定された産業ではすなわち進んだ寡占市場の産業では提携契約
に独占的な支配力が発生し，一方的なダンピング要求等不正取引行為が生じかねない。寡占
市場では出資の伴わない提携契約が通常では存在できない。これは継続的な提携契約を維持
できないということに他ならない。サプライヤーは複数の納入先を確保できなければ購入先
のダンピング的価格要求などの不正取引要求を受けざるを得ず，これは独占禁止法の適用と
なる。これを回避するにはサプライヤーは提携計画を解消せざるを得ない。または独占禁止
状況に甘んじなければならなくなる。これでは長期的継続的な提携関係は存続しない。
一方出資を伴うジョイント・ベンチャーや企業統合，買収はそのまま多国籍企業の外国企
業からの独占禁止法の適用を受ける可能性は高い。特に提携先の国の産業が当該国の外国資
本規制条例に該当する場合は顕著である。
この点，戦略的提携では，まず出資を伴わないので多国籍企業の外国独占禁止法を適用さ
れることはない。また，その提携関係もその戦略性への合意が条件であれば，不正取引行為
は発生しにくい。
これらの点から戦略的提携がこれらの産業で重要な戦略になりつつあるのは自然といえ
る。
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．先 行 研 究
3-1 自動車産業での先行研究
自動車産業を題材にした提携を踏まえた競争戦略は多く発表されている。
日本の自動車産業の自動車メーカー（主管会社）と部品メーカーの関係では，自動車メー
カーは各部品を平均約社の部品メーカーから購入しており，また部品メーカーも平均社
の自動車メーカーに納入しており，いわば緩やかなネットワーク型のシステムとなってい
る。自動車メーカーは複数の部品メーカー間の競争を促すことにより，サプライヤーの設計
品質，コスト，製造品質を向上させている（藤本・武石 1994）。
また新車向けの部品の設計開発で部品メーカーが分担する役割は，①開発は自動車メー
カーが詳細設計までを含めてすべて行い，サプライヤーは与えられた設計図をもとに生産だ
け行う（「貸与図法式」）。②基本的な仕様（性能，機能，外形寸法，重量，隣接する部品と
の接合仕様，コスト，耐久性など）は自動車メーカーが決定，提示し，それに基づいてサプ
ライヤーが詳細設計を行う（「承認図方式」）。③仕様設定を含めた開発，そして生産もサプ
ライヤーが行い，自動車メーカーはそれを購入するだけ（「市販品」）（浅沼 1984）。ここで
いう「ケイレツ」に含まれるのはほとんどが①か②である。ただし，そうではあっても日本
の「ケイレツ」システムでは欧米のサプライヤーがより大きな役割を分担している（Clark
and Fujimoto 1991）。開発のプロセスで目標として設定した個別部品の価格を達成するため
に設計を見直す Value Engineeringを積極的に取りいれたのも日本の「ケイレツ」自動車メ
ーカーであった（Nishiguchi 1994）。このようなこのいわゆる自動車産業の「ケイレツ」と
呼ばれる一種の提携であるサプライヤーシステムは多くの例（武石 2000他）で報告されて
いる。いずれも安定した仕事量の確保，生産設備の拡充支援，特殊仕様の指定などで提携関
係を深めている。この中でも特に「仕事量の確保」という元請からのわかりやすいインセン
ティブを取っているのが特徴である。すなわち，仕事量を増やさないと提携関係が危うくな
る。規模の経済性を実践している産業である。生産台数が右肩上がりで上昇しつづけている
産業でこそ受け入れられる提携関係である。一方で，日産のように系列の整理（解除）とい
う策をとることにより，戦略としての提携が危うくなるケースもみられる。これは仕事の確
保という規模の経済性を放棄したことに伴う提携の危うさを象徴しているのではないだろう
か。このようなゆるいネットワーク型システムで強力な「ケイレツ」という提携を維持でき
るのは主管会社たる自動車メーカーの「仕事量の確保」という強力なインセンティブによる
ものである。
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3-2 電機産業での先行研究
電機産業でも多くの系列化の戦略的提携が報告されている。この産業でも基本は「仕事量
の確保」が系列をつなぐことでは大きな違いはない。半導体を始めとしてサイクルが短い製
品が多く，製造設備の更新が大きな課題となる。ここでも規模の経済性が働き，製造設備の
更新には生産量の確保という条件が付きまとう。多くの企業の撤退と残された大手企業によ
る寡占化が進み残留した企業には必然的に仕事量の増大という経済の経済が働いている。こ
こでは系列化のような強力な提携関係は確立されていないが，そのまま仕事量を確保できな
いと提携を解消されるという危うさは散見される。つまり，安田（2006，図 3-3 参照）では
電機産業は，
① 同業界の企業が経営資源を交換して規模の経済効果を享受（第象限）
② 異なる業界が同種の経営資源を交換して規模の経済効果を狙う（第象限）
③ 異なる業界のパートナーと異種の経営資源を交換する（第象限）
④ 同じ業界にいるパートナーと異種の経営資源を交換する（第象限），
ことでいずれも規模の経済性を追求していくことになるとしている。また電機産業では多く
の場合つの，またはいくつかの限られた製品についての提携に終わり，その分野での継続
的に寄与しているとはいい難い。また，主管企業の立場も自動車ほども強く主導的な立場で
あるとはいい難い場合が多いように思われる。本来，戦略的提携では継続的にその分野での
寄与を目指していたはずである。主管企業という命名もなかなか電機産業では通用しにく
い。単に「ブランド」といってしまった方が通りがよいようである。主管企業（電機産業で
はブランド）とソフトウェアを含む主要部品メーカーが機種ごとに交替し，またさらには主
導権さえも交替してしまうことが電機産業では不思議ではなくなっている。
電機産業では急速な技術革新に伴い，プレーヤーの盛衰が激しく，10年も提携関係が続く
ことはまれである。自動車産業以上にパートナーの入れ替わりが激しく，ケイレツ関係も育
っていないのではないかと思われる。各企業にとっても生産ラインの変更・改廃は比較的簡
単で提携の締結・解消に応じるのも容易である。このような産業ではなかなか戦略的な提携
は育ちにくい。
3-3 造船業での先行研究
造船業でもゆるい系列化は進んでいる。日本のライバル，韓国造船業はドックなど生産設
備の近代化・大規模化でコスト削減を図り日本を追い上げ，追い越して一気に世界の頂点ま
で上り詰めた。しかし，日本の造船業はその後も韓国の大手造船業に対抗できているのは系
列下請けメーカーの存在があげられる。日本の造船業では鋼材から小さな部品までもほとん
ど日本製品でまかなえる構造となっている。価格の面で安価な中国製などに押される部品も
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あるがそれでも日本製で賄えない部品はほとんどない。一方韓国の造船業はいまだに日本か
らのエンジンなど主要部品の輸入なくしては生産できない。ただ，それでも韓国はその規模
の経済性を有効活用し，仕事量の確保は行っているので日本からの部品輸入が停止すること
はない。仕事量の確保という規模の経済性の応用で提携を維持している産業の代表例といえ
る。一方で日本国内の造船業ではすでに部品・下請けメーカーも寡占化が進んでいる。多く
の部品・下請けメーカーはないし社の造船所としか提携をしていないのが現状である。
こちらは部品メーカー・下請けメーカーが度重なる不況の余波を受け撤退または破たんして
しまった企業が多く，残っている企業自体が限られているのも実情である。一時は日本の造
船所も海外サプライヤーとの提携を図ったがその提携先の韓国・中国のおひざ元の造船業が
伸びて，日本の造船所への供給が危うくなってきたのである。これ以上の部品・下請けメー
カーの減少は日本の造船業の死活問題である。
造船業は三菱重工業，川崎重工業，IHIなど一部では航空機産業と企業が重複している。
ただ，三菱重工業を除いて川崎重工業も IHIも造船所は川崎造船，IHIマリンユナイテッド
（IHIMU）と，メーカー本体とは別の造船会社にして経営の分離を試みている。これは造船
業という同じ輸送機器ながら航空機産業などとはあまりに業務形態の異なる産業を同会社内
に保有する不自然さを改善するためである。造船業は受注から納入まで時間がかかり，景気
変動・為替変動の影響を受けやすいのである。造船業の提携は航空機よりもむしろ自動車の
「ケイレツ」に近い関係といえる。ただ，自動車ほど主管会社の影響力は少なく，パートナ
ー会社への保護・育成も厚くないのが実情である。エンジンメーカーなど寡占状態の上にほ
とんど競争相手にいない企業もあるが，これらは造船業自体の生産高が限られているために
圧倒的な支配力は持てない。世界最大の韓国現代重工業，日本の上位三菱重工業，今治造船
なども絶対的支配力はない。むしろどちらかといえばユーザーである大手海運会社の支配力
が強い傾向がある。日本の造船業は日本の海運会社に競争力があり，安定的である限り縮小
はすれども消滅はしないのが実情であろう。
以上から，航空機産業と自動車産業，電機産業では根本的な産業的基盤が特に下記の点
で大きく異なっている。
⑴ 部品点数の違い
自動車の部品点数は約万〜万といわれる。これに対し航空機は200万〜300万で相当な
開きがある。さらに航空機の部品は主管会社がメーカーを決定し，主要部品はその退役まで
ほぼ変わらず，それにユーザーも従わざるを得ない。さらにその部品には主管会社よりその
交換時期を細かく決められ，事故時の補償等を考えてユーザーはこれに従うのが常識とされ
ている。よく「航空機は製造時と退役時にはその銘板以外は全部入れ変わっている」といわ
れる。例えばエンジンは同じ機種であれば異なる機体にも順次搭載される。これは機体の整
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備とエンジンの整備のサイクルが異なるためである。このような厳密な規定がユーザーであ
る航空会社には大きく課せられている。またこのような厳格な規定に基づく生産を行う部品
メーカーの数は世界的にも限られており，これら部品メーカーを自動車産業での提携よりも
さらに深くパートナーとして取り込むことが必要となっている。
⑵ 生産台数の違い
もうつの自動車産業との大きな相違は生産台数の違いである。ベストセラーといわれる
B737で−100から−900まで合わせて約2,500機がすでに製造された。この数字は自動車産業
では小さすぎて何の意味も持たない。このことは自動車産業での大量生産・大量販売という
基本理念と大きく異なるものである。実際，航空機産業の工場では自動車のように大量のロ
ボットが使われることは少なく，自動化による効率化はさして重要な課題にはなっていな
い。すなわち自動化・省力化が自動車産業ほど必要不可欠ではないのである。
防衛産業，宇宙機器産業では生産台数がさらに少ない。これでは規模の経済学は働き得な
い。一方で，航空機・防衛・宇宙機器いずれの産業でも最先端の技術革新は不可欠である。
技術革新には莫大な開発費が必要となる。従ってこれまでの戦略的提携の基礎となった規模
の経済性は通用しない産業が存在する。
また，航空機産業のように特殊な高度技術を持った企業をアライアンスのパートナーとし
て取り込むことを主目的にした提携は少ないように思える。航空機産業のパートナー企業は
高度な技術力を持たねば参入ができないのである。その参入形態は-節事例研究に譲る
が，参入可能かどうかは最終的には主管会社が決定する。そしてその選定は主管会社の命運
を握るのである。
．航空機産業の特長
国際間の人員の移動および貨物の移動に航空機はもはや欠かせない交通手段となってお
り，その航空機を製造する航空機産業も国別の変遷をみれば盛衰等多くの変動はあるが，世
界規模でみると不可欠の産業であることは間違いない。本章では航空機産業の特長を解説し
次節以下論旨の展開の基礎としたい。航空機産業は第次世界大戦までは軍事産業の一部と
してとらえられてきたが，戦後は独自の発展を遂げてきた。多くの政府は航空機産業を国の
産業政策の重点産業に位置づけて，保護あるいは育成を試みてきた。なお，本稿で取り上げ
る航空機産業は，特に断りのない限り，民間航空機部門を示すこととする。
4-1 膨大な開発費用
本稿で取り上げる中型・大型旅客機は新型機の設計には膨大な開発費がかかる。これは以
下でも述べる新技術の採用が航空機の販売前略の大きな条件となっていること，三次元
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CADなどの活用で実機を試作する回数は大幅に減ったがそれでも飛行安全基準をクリアす
るためには多くの実験が必要なこと，環境等最近の規制要素が高度化，複雑・多様化してい
ることなどから開発に多くの時間と人員を割かれることが主因である。例えば，現在最も多
くの機数が就役しているボーイング B737クラスの開発費用は4000億円から6000億円といわ
れる。自動車ではトヨタ・カローラクラスで300億円といわれる。一方で生産台数が B737で
せいぜい2000〜3000機であるのに対しトヨタカローラは2005年の時点で3000万台を突破した
とされ，モデルチェンジは行われているにせよ比較にはならない。よって，この膨大な開発
費を軽減するために共同生産などの方策は避けられないのである。
4-2 技術革新の賜物
航空機産業では新型機の開発には技術革新の成果が欠かせない。これはかねてからボーイ
ング，マクダネル・ダグラス，ロッキード，エアバス間での激しい競争が行われてきたから
であるが，特にこれはボーイング・エアバスの大メーカー間での寡占的競争状態になって
からでも顕著である。ボーイングは戦後すぐからプロペラ機時代からの航空機メーカーであ
るが，エアバスは1960年代からの参入でボーイング機との差別化を顕著にするためにコンピ
ューター制御を進めた。この時から新機種にはすべて革新的な技術が盛り込まれるようにな
った。そしてその革新的技術の体得がエアバス・ボーイングだけではなくそれぞれパートナ
ー会社群にも広く求められるようになっていった。
4-3 防衛産業・宇宙産業との重複
航空機産業に属する企業は日本ばかりではなく，欧米でも（民間）航空機産業だけではな
く防衛産業と宇宙産業にも参入している企業が多い。日本のボーイングとのパートナーであ
る三菱重工業・川崎重工業・富士重工業・新明和・日本飛行機はもとよりエンジンでの有力
メーカーである IHIも防衛産業・宇宙産業においても有力企業である。アメリカでもマクダ
ネル・ダグラスやロッキード（現ロッキード・マーチン）は民間航空機部門からはすでに撤
退したが，防衛産業ではいまだに巨大産業の一角を担っている。EUでもエアバスは民間航
空機が主体だが，親会社の EADS（European Aeronautic Defence and Space Company N.
V）はその名の通り防衛・宇宙産業部門を併設している。防衛予算が限られている日本を除
き，欧米では航空機産業は防衛産業との合算である程度の規模の経済性は見込まれている。
4-4 寡占状態の産業
日本では機体社，エンジン社（いずれも大手）と呼ばれる通り，重複する三菱重工業
と川崎重工業を合わせて計
社の航空機産業企業が現存するが，欧米各国では寡占が進んで
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図 4-1 提携の戦略的背景
(出所) 安田洋史「競争環境における戦略的提携」，2006年 NTT出版より。
第（能力補完）象限第（規模追求）象限対照的提携
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図 4-2 欧州航空宇宙産業のM&Aとグループ化
(出所) 社団法人 日本国宇宙工業会 「平成19年度版航空宇宙工業」より筆者が作成。
いる。EUでは各国〜社ずつに集約され，アメリカでも航空機産業ではボーイング
社，カナダのボンバルディア社，防衛（軍需）・宇宙産業・部品メーカーを含めても大手

〜10社ほどに集約されている。これは図 4-1 と図 4-2 の通り，「M&Aとグループ化が」
進み，結果として極端に寡占の進んだ産業といえる。これだけの企業群で全世界の主な航
空・防衛・宇宙産業の市場をカバーしているのだから規模の経済性を少なくとも欧米では享
受できるように見える。しかしながら先に述べた莫大な開発費とそれに対する生産高の希少
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図 4-3 アメリカ（USA）航空宇宙産業の主なM&Aとグループ化
(出所) 社団法人 日本国宇宙工業会 「平成19年度版航空宇宙工業」より筆者が作成。
さで防衛などの国家予算を計算に入れない限り，単独では賄いきれないのが実情である。こ
の必要性から特に航空機産業を中心に提携は中心命題となっている。しかしながらこのよう
にすでに寡占状態であるためにこれ以上のM&A，ジョイント・ベンチャーなど資本を含ん
での提携は独占禁止法との兼ね合いで難しい。また防衛産業さらに宇宙産業としても密接に
重複しているので防衛上，安全保障上からもM&A，ジョイント・ベンチャーなどの資本を
含んでの提携は難しい。
4-5 航空機産業への規制，特に日本の航空機産業
日本の航空機産業は戦後
年間航空機の研究開発は禁止された。この間欧米では現在の航
空機産業でのプレイヤーであるおもな企業の基礎は築かれた。日本の航空機産業はこの間の
ブランクの間に自動車・電機など他の産業に人材と技術を拡散しこのことによる自動車産業
などの発展を呼んだが，その後の再開には産業政策としての育成政策が必要であった。この
ことは第章で詳述するが，その自主開発・自主生産機である YS-11後の新規開発が途絶
えたことが航空機産業の苦闘を招いた。その後，ボーイングとの提携で命脈をつないだが，
このように産業政策は航空機産業に大きな影響を与えた。しかし，既述した通り本稿で産業
政策を中心命題と据えることはしない。一方，第章で取り上げるインドネシア IPTN 社
は政府の産業政策で勃興し，同じく衰退をしたことは間違いがない。
4-6 航空機産業の重要性と社会全体への影響度
そして最後にいうまでもないことだが，航空機産業の社会に与える影響力の大きさをあげ
ておきたい。すなわち，長距離の貨客の輸送手段として航空機はもはや欠くことのできない
存在になっている。航空機の高速化，快適化，さらに環境への配慮は社会に与える大きさは
計り知れない。これが第4-3節で共通点が多いことを詳説する宇宙産業・防衛産業との違い
である。宇宙ロケットの精度が上がっても，戦闘機の能力が上がっても，その社会全体に与
える影響力は民間航空機の技術革新に比べることはできない。
また，輸送手段として陸上の自動車・鉄道，海上の船舶と並ぶ重要不可欠手段となってい
ることは否定できない。輸送はまた経済活動の最重要要素のつとして社会全体への影響は
計り知れない。
以上をまとめると，非常に特異な偏った産業ではあるが，その高度な技術革新力は無視で
きず，また交通手段としてますます必要性・普遍性は高まることから航空機産業をモデルと
して捉えることは革新性に富み，他産業への豊富な応用例も多いことから十分に有意義であ
ると考える。
また，戦略的提携という観点からみると航空機産業の提携は長期的な提携を指向するとい
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う特徴がある。すなわちボーイングであれば例えば B767という機種の後部胴外板と貨物扉
はマイナーチェンジがあっても担当部位メーカーは三菱重工業で基本的には変更しないとい
う分担生産方式をとる。通常この機種は30〜40年生産を続けるのでこの間パートナーは変わ
らない。いったんパートナーとして受け入れられると継続的な寄与が求められるのである。
この意味でも，戦略的な提携関係の研究対象としては決して機会主義的ではなく，永続的な
提携を指向する典型的な重要産業政策のつといえる。そしてこのような提携は決して航空
機産業に限定されるものではなく，採用されるべき産業は広く存在するのではないかと考え
る。つの例としてはサービス産業としての発展が期待される宇宙産業である。ハードの産
業として宇宙産業を捉えると打ち上げ費用や開発費の大きさにボトルネックが存在するがサ
ービス産業として捉えると一気に市場が広がるものと思われる。
．ブラジル・エンブラエルの発展
ブラジル・エンブラエル社は現在108席クラスまでのジェット旅客機を生産する世界第
位の航空機製造企業である。この航空機はこのクラス最高の価格競争力・納入実績・受注算
を兼ね備える競争力の甚だ強い機体である。しかしながら，1980年代には同社は倒産の危機
をも孕む国営企業であった。
5-1 ブラジル・エンブラエルの軌跡
エンブラエル社の躍進はその民営化と国際的な提携の経営戦略の成功が出発点となってい
る。
⑴ 国営企業時代のエンブラエル
エンブラエルは1968年に国営航空機製造会社としてブラジル・サンジョセ・ドス・カンポ
スに設立された。イタリア・マッキとの契約によるシャバンテさらにアメリカ・パイパーと
ウルブマをライセンス生産から始め，ブラジル空軍向けの練習機ツカノなどを手がけ，1968
年には初めての民間輸送機 EMB-110バンディランテを開発・生産を開始した。その後，さ
らに大型の EMB120ブラジリアの生産を続けた後1990年から経営不振に陥りブラジル政府
の民営化政策の一環として1994年に民営化が決定した。ただしこの国営企業時代でも技術力
はすでに世界の競合企業に比べて引けを取らずバンディランテは469機，ブラジリアは352機
を生産し，日本航空機製造 YS-11の182機をはるかに凌駕し，現在も世界の空を飛んでい
る。
⑵ 民営化への道筋
バンディランテを成功させたエンブラエルは30席級 EMB-120ブラジリアを開発し北・南
米を中心に全世界に300機以上を販売し引き続き成功を収めた。さらにこのブラジリアの胴
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体を使ったジェット・コミューター機 EMB145/135を計画した。ところがこのころから経
営不振とブラジルの金融危機が重なり，ほぼ破たん状態に陥った。ここでブラジル政府は民
営化を決意し，出資者を求める。
結果，ブラジルの金融コングロマリッド，ボサノ・シモンセン，米社会福祉年金運用会社
プレビ・システルのコンソーシアムが名乗りを上げ，リストラクチュア・経営革新を進め
た。コンソーシアムは新経営陣を指名し，ボサノ・シモンセン出身のマウリシス・マリオ・
ボテーロが社長に就任する。
⑶ エンブラエルの戦略的提携
エンブラエルは危機からの打開策として同社の運命を新型ジェット機 EMB-145の開発に
託した。新経営陣の経営戦略の中心は戦略的提携であった。新型航空機を独自で開発するの
ではなく，広く世界に共同設計・共同生産のプログラム・パートナーを募り，参加を求め
た。新型小型ジェット旅客機には下記のようなパートナーが参加した。
・Hannifin《米》
・GAMESA《西》
この社はプログラム・パートナーとして48席の新型ジェット旅客機 EMB-145（現
ERJ145）の開発に参加した。
さらに
・ATR《伊》
・Dassault，Aerospatial, Thomson CSF, Snecma《仏》
これらのパートナーにはそれぞれ設計の開発費を負担させ，独自の設計提案を積極的に受
け入れていった。そして EMB-145は開発に成功，当時このクラスのジェット機がカナダ・
ボンバルディア社製程度しかなかったこともあり，主にその価格差で受注を獲得していっ
た。
5-2 ブラジルの奇跡
この新型機 EBR-145（当初のモデル名は EMB145）1995年月18日に初飛行を成功し，
1996年から引渡し・就航が始まり2006年現在全世界で679機が就航し，さらに80機の受注残
を抱えている。EMB145（ERJ145）の成功後，さらにその胴体短縮型37席の ERJ135を1998
年に初飛行，1999年に型式証明取得，同年に納入した。この ERJ-135は2006年現在108機を
納入している。さらにその後70席の Embrer170を製作発表，2002年月に初飛行2004年
初頭に型式証明取得，納入を開始した。この Embrer170 は 78 席の Embraer175，
Embraer175，98席の Embraer190，108席の Embraer195とシリーズ化させた。これらは
170と175，190と195で胴体を共通化し170は157機受注，2006年時すでに128機を納入，190は
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何と317機を受注，すでに53機を納入している。この躍進によりエンブラエル社は世界第
位，さらに最近では第位の航空機製造企業の地位を確実にした（表 5-1及び 5-2 を参照）。
エンブラエルの躍進は当初のEMB-145の成功に安住せず，さらに上位機種のEMB-170，
Embraer190へ開発を進めていったことにあると考える。新しいプロジェクトを次々に生み
出して実行していくことにより世界中から人材・知識・技術を集約できたのではないかと考
える。YS-11の後，新しい機種を開発できずに後ろ向きの赤字責任だけを負わされるように
なった日本航空機製造の失敗とは大きな隔たりをみる。
日本国内においても日本航空グループが ERJ-170 10機を導入し，オプション機も発注
している。2008年から機で運行を開始した。さらに静岡空港を拠点としてリージョナル航
空事業に参入するフジドリームエアラインズも ERJ-170 機を発注している。以下にエン
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表 5-1 エンブラエル生産機数累計
(出所) 日本航空宇宙工業会『平成19年度版世界の航空宇宙工業』社）日本航空宇宙工業会。
3523521985年1985年EMB-120
納入機数受注機数発納入型式証明
2006年末現在機種
ERJ-145
74742001年2001年ERJ-140
80822001年2001年ERJ-Legacy
1081081999年1999年ERJ-135
2005年Embraer190
25992005年2004年Embraer175
1281572004年2004年Embraer170
6797321996年1996年
18
1-クラス
座席数
4694691981年EMB-110
3462006年2005年Embraer195
533172005年
2000年
2001年
1998年
1983年
1968年
初飛行
開発経過
108
98
78
70
50
44
19
37
30
1,9712,436合計
2004年
2004年
2004年
2002年
1995年
表 5-2 ボンバルディア出荷機数（リジョナル・ジェット機のみ)
(出所) 日本航空宇宙工業会『平成19年度版世界の航空宇宙工業』社）日本航空宇宙工業会より抜粋して独
自にて加工。
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ブラエルの生産機数と世界第位のボンバルディアの生産機数を掲げる。リジョナル・ジェ
ット機だけを比較するとすでにエンブラエルはボンバルディアを凌駕している。
．IPTNの失敗
インドネシアに本格的な航空機生産を目指す企業があった。インドネシアの IPTN 社の
方は国営企業からの脱却と国際的な提携の失敗が大きな原因となって衰退した。IPTN 社は
現在，ディルガンタラという社名に変わりまだ国営企業ではあるが，本格的に航空機生産は
続けているとはいい難い。主に CASA 社とのライセンス生産の C212（インドネシアでは
NC212）と共同設計のCN235（同 NS235）の受注残をこなしている状態である。
6-1 ヌルタニオ航空機製造会社
IPTNはヌルタニオ（Nurtanio）というインドネシア・バンドンの民間企業を前身として
いる。1976年月に国営石油公社系の Pertamina Advanced Technology & Aeronautical
Divisionなどと統合して国営会社 PT. Industri Pesawat Terbang Nurtanio（IPTN）がイン
ドネシアの航空機産業の振興を目的に設立された。1976年からスペイン CASA社のライセ
ンスで C-212（インドネシア名 NC-212）という18席の近距離輸送機を生産開始，独MBB
の BO-105ヘリコプター，フランス Aerospatiale 社の SA330PUMAヘリコプターのライセ
ンス生産を経て，CASA社との44席クラスターボプロップ貨客機 CN235の共同開発を始め
る。
6-2 国営化への道筋
オランダの民間企業でエンジニアとして従事していた B. J. ハビビ氏が当時のインドネシ
ア・スハルト大統領から呼び戻され，科学技術庁長官として入閣，同時に IPTN 社（当時
はヌサンタラ《NUSANTARA》という社名であった）の社長を兼任した。これで国営化・
国策企業化が進み「幼稚産業保護」の名目が多大な国家予算が投入されていった。欧米航空
機メーカー部品のライセンス生産から始まり，ヘリコプターのライセンス生産，スペイン
CASA社 C212のライセンス生産を順調にこなし，同 CASA社との CN-235機の共同生産に
こぎつけた。
CN235の共同生産の成功，推進化以降の IPTN 社の躍進は目覚しい。社長である B. J. ハ
ビビ氏（インドネシアの経済企画庁長官・副大統領を歴任，後にスハルト氏の後継大統領と
なる）の肝いりで幼稚産業育成の名の下，次々に大型予算が投入された。工場の拡張ととも
に新しい案件が実行されていった。CN235の CASAとの共同生産・共同設計に続き，さら
に大型の50席 N250の開発・試作，C212（インドネシアでは NC212と呼ぶ）の増産・輸出，
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CN235の生産を進めた。さらに，上記N250の試作機初飛行時には100席クラスのジェット機
N2130の計画を発表された。当時は南アジアで最大の航空機メーカーとなっていた。
6-3 戦略的提携の失敗
CN235で共同設計・生産を行ったスペイン CASA社とは次機 N250では共同設計には踏み
切れなかった。これは CASA社とは共同設計・共同生産とはいいながら小型の C212の独自
設計・生産で実績のある CASA社とその C212のライセンス生産から本格的に旅客機の開始
した IPTN 社では対等な共同設計はできず，事実上 CN235（インドネシアでは NC235と呼
んだ）ほとんど CASAの設計といってもよい。さらに世界的な型式証明となるアメリカ
FAAの滞空証明はスペインCASA社の単独取得となった。これは，事実上インドネシア製
CN235はインドネシア国外へは輸出できないことになる。IPTN 社はこの難問を解決すべく
政府間取引を利用した。インドネシアという東南アジアの大国という地位を利用して同じ東
南アジアまたは回教国家への政府ぐるみの売込みを講じた。例えばタイへはタイの米を輸入
する代替で NC212または NC235を軍事用として売り込んだ。特に NC235は後部扉が大き
く，戦車等を積み込めるので有利であった。これらの努力も次節で述べる政治的混乱で一挙
に壊滅する。
ただ肝心の海外有力航空機産業との戦略的提携は低迷であった。先に述べたスペイン
CASA社との提携は不調で NC235は共同設計・生産という形式は取れたが実際の設計はほ
とんど CASA社によるものであった。生産開始後もアメリカ FAAの耐空証明は ASA社に
供され，IPTNは独自でも取得を試みるが結局同じ機種には枚しか出せないというアメリ
カの決定により断念，海外民間への輸出は事実上不可能となった。他の方策はインドネシア
航空局（DGAC）による耐空証明で売り込む手があるがこれは，DGAC の国際的評価が低
くて現実的ではなかった。他にヨーロッパの JAAの耐空証明もCASAのお膝元では付加，
民間への輸出は絶たれた。
CN235の次に開発された50席の N250では最早 CASA社との共同設計は断念し，独自で設
計を試みたがなかなか進まなかった。そこで IPTNは政府予算を使ってまた政府筋のバッ
クアップを得てエンジン部品下請けの関係もあるアメリカの有力エンジンメーカー GE社の
協力を仰いだ。GE は多数のエンジニアをインドネシア・バンドンの IPTN 本社へ送り込ん
で N250の設計・試作機製作を強力に推し進めた。この結果，IPTNは1996年のインドネシ
アジャカルタ新空港で催された航空ショーでの初飛行にこぎつけた。ところが，その後のこ
の N250は試作機機の試験飛行以降は遅々として進まなかった。これは GE エンジニアに
よる突貫工事で試作機初飛行までは何とかこぎつけたがその GE エンジニア達が引き上げる
と独自では継続できなくなってしまった。GE との実質的な共同設計・共同生産の枠組みが
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できていなかったものと思われる。つまり GE からの技術移転がなされなかったのである。
これは20世紀に多くの新興国・新興産業で行われわれた「幼稚産業振興政策」での典型的な
失敗例のつといえる。
6-4 現在までの IPTN
IPTNはインドネシアの国家的金融危機・政治的混乱の余波をもろに受けた。
スハルト大統領の退陣，ハビビ大統領の短期引継に続く降板，その後の短命に終わった諸
大統領の IPTNへの冷遇をもろに味わうことになる。
2007年月にインドネシア政府により国営企業の半分を2009年までに半減して139社にす
ることが発表された。これに IPTNが含められているかは現時点では不明である。エンブ
ラエルの例でもこの IPTNの改革には民営化が大きなポイントとなろうが，有力なパート
ナーが現れるかが大きな問題点である。すでに民営化が発表されている国営企業の中では経
営再建中のガルーダ・インドネシア航空があるが，こちらはインドネシア国内の航空権益を
持つ会社で外国の航空会社などが資本提携先としてあげられている。果たして IPTNはど
うか。提携先として航空機製造への興味を示す海外企業が現れるかが問題となろう。
その後の IPTN（現ディリガンタラ）は受注残の国内軍部向け CN235・CN212の細々とし
た生産を続けている。一方，米 GE との提携で始めた航空機エンジンの整備及び部品の製作
を行っている Universal Maintenance Center（UMC）は現在も操業を続けている。

．まとめ──ブラジル・インドネシア両者の比較
ここまでの実証研究で述べてきたようにブラジル・インドネシアの両国航空機製造企業の
成功と失敗は非常に顕著であった。ここでその両社の明暗をいくつかの点から分析したい。
まず，最大の差異はいうまでもなくインドネシアにおける政治的・経済的混乱である。し
かしながらブラジルでも何回かの金融危機は経験しており，ここはその問題については言及
を避ける。まず，両社間には明らかにその経営環境の基盤の相違があった。
① ブラジルでは戦前から航空機産業の基盤があった。
ブラジルは第次世界大戦以前の1910年から航空機工業の計画は試行され，1968年に国営
企業として設立され，直後からターボプロップ練習機ツカノ，農業機イパネマ等の独自開発
の実績があった。また広大な国土のためジェネラルアヴィエーション機の輸入が活発で，小
型機の需要があった。
② 地理的に近いアメリカの下請的生産能力の蓄積があった。
EMB-110バンディランテ，EMB120ブラジリアの開発・生産と並行して，米ヘリコプタ
ー・Sikorsky 社の開発計画への参加，McDonnel Douglas 社 MD-11の部品生産も手がけて
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いた。これら大手航空機産業の下請けを続けるうちに技術力は向上，一方で独自生産の必要
性も認識していったものと思われる。
③ インドネシアでは第次世界大戦前後も航空機産業の基盤はほとんどなかった。
IPTN 社の前身のヌルタニオ社は純然たる航空機産業ではなく航空関連の部品製造業であ
った。第次世界大戦後もスカルノ政権時代は独立と米ソ両大国の冷戦に巻き込まれないよ
う第世界の確立に奔走し，次のスハルト政権になるまで自国産業の育成には手が回らなか
った。漸くスハルト大統領がハビビ氏を招き IPTN 社を保護育成して育成策をとり始めた
のは1983年ころのことでありそれから独自の N250開発発表までさらに年余りを要してい
る。
④ IPTNの提携は戦略的ではなかった。
IPTNが新型の中型プロペラ機さらに中型ジェット機を開発するのに欧米・日本を含めて
広くパートナーを求めた。日本にも IHI・三菱重工・大学への技術支援を求めたが，日本の
企業は人件費の安価な下請け先としてしか検討されなかった。唯一参画した米 GE社も自社
エンジンのインドネシア航空業界でのサービスの一環として，受注契約の義務としてエンジ
ニアの参加を実施したが，IPTNへの技術移転はほとんど行われなかったといってよい。
⑤ エンブラエルの提携は戦略的であった。
エンブラエルは EMB145の開発から全世界にパートナーを求め，その経営資源を活用し
た。エンブラエルにはパートナーを引き付けるインセンティブが存在した。これは成功した
ERJ-135に安住せず，延長型の ERJ-145，さらに ERJ-170シリーズ，ERJ-190シリーズへと
新プロジェクト開発を続けた。これに応じて日本からは川崎重工業をはじめ有力企業が参加
した。特に川崎重工業は現地に新素材炭素繊維で部品および機体を製作する工場を設立，エ
ンブラエルの重要なパートナーとなっている。Embraer170/175のリスクシェリングパート
ナー（RSP）として，さらに Embraer190/195の主翼全体の設計者としての RSPに参加し
ている。
⑥ 大型競争相手の間隙を縫う。
エンブラエルは大型航空機製造会社ボーイング・エアバスとの競合を避けてその対抗機種
のない100席以下に傾注した。当時30-100席クラスのジェット機はカナダ・ボンバルディア
しか競合がなく，このセグメントに価格と信頼性で販路を広げた。
結論としてエンブラエルの成功は戦略的提携の成功が最大原因ではなかったかと思われ
る。さらに1999年にはフランスの航空機製造会社ダッソーの出資を受け入れ，核となる機体
を持たない有力メーカーの囲い込みにも成功している。
IPTNは本格的航空機製造会社への躍進は失敗したが，UMC の存続は部品メーカーとし
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て，メンテナンス会社としての芽は残ったといえるのではないだろうか。今後の提携を含め
た経営戦略が望まれる。
本章の最後に日本企業のエンブラエルへの参画状況を表で掲げる（表 7-1）。特筆すべき
は前掲の川崎重工業の参画である。これに対し，IPTN各案件への日本企業の参画はない。
ブラジルとインドネシアの事例は戦略的提携の成否が両者の発展を大きく左右したことを
序実に物語っている。
ブラジルでは提携前にも下請け的な提携は進めており本格的な主幹会社としての提携をま
とめる前から習熟していたとはいえ，当初から欧米そしてその後の日本からも本格的な参加
があったことは，その後のニッチ志向的なマーケティングに助けられたとはいえ大きな発展
の基礎となったことは間違いない。
これに対し，インドネシアではそれほどの産業的礎に乏しかったことで米 GE 以外に最後
まで続けた提携先はなかった。特に当初の CN235共同生産相手のスペイン CASA社と袂を
わかったのは決定的であった。これでその後の新作機の国際的認証（米 FAAか欧州 JAA
の滞空証明に代表される）の目がなくなったとみてよい。致命的であったともいえる。
今後の産業政策の在り方について OECD はあるサジェッションを投げかけている。それ
は特定の産業に肩入れしたかつての幼稚産業保護政策のような産業政策よりも規制緩和など
を行い開かれた産業競争促進政策をとるべきとしている。この方針に沿った産業競争促進策
には国際的な戦略的提携が欠かせないのではないであろうか。
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表 7-1 エンブラエルと日本メーカーの主な提携
(出所) 社）日本航空宇宙工業会 日本の航空宇宙工業平成19年月より。
空調システム住友精密
サプライヤーフライトコントロール作動用機器ナブテスコ
RSP
主翼コンポーネント（動翼，主翼
前後縁）
川崎重工業
Embraer190/195
（90/95席）
サプライヤーフライトコントロール作動用機器ナブテスコ
部位メーカー
機体関係（固定翼機）
日本メーカーの海外プロジェクトへの参画状況
RSP
主翼コンポーネント（動翼，主翼
前後縁）
エンブラ
エル（ブ
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参画形態
Embraer170/175
（70/75席）
機種名
空調システム住友精密
川崎重工業
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